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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第７期
第２四半期
連結累計期間

第８期
第２四半期
連結累計期間

第７期

会計期間
自平成26年７月１日
至平成26年12月31日

自平成27年７月１日
至平成27年12月31日

自平成26年７月１日
至平成27年６月30日

売上高 （千円） 6,916,991 8,676,946 14,573,347

経常利益 （千円） 282,742 673,887 513,142

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 205,330 446,841 353,201

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 205,431 446,618 353,363

純資産額 （千円） 791,708 1,857,137 1,439,421

総資産額 （千円） 7,277,599 10,131,751 8,201,545

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 59.65 106.48 97.20

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － 105.27 95.97

自己資本比率 （％） 10.9 18.3 17.6

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △264,636 1,063,112 344,748

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △516,322 △1,956,490 △1,162,217

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 962,431 1,287,681 1,405,614

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 591,602 1,392,578 998,276

 

回次
第７期
第２四半期
連結会計期間

第８期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自平成26年10月１日
至平成26年12月31日

自平成27年10月１日
至平成27年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 16.48 61.99

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第７期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式

が存在するものの、当社株式は、非上場であり期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。ま

た、第７期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、当社は平成27年３月25日に東京証券取引

所マザーズ市場に上場したため、新規上場日から平成27年６月期末までの平均株価を期中平均株価とみなして

算定しております。

４．当社は、平成27年７月１日付で普通株式１株につき５株の株式分割を行っておりますが、第７期の期首に当該

株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額を算定しております。

５．「企業結合に関する会計基準」　(企業会計基準第21号　平成25年９月13日)等を適用し、第１四半期連結累計

期間より、「四半期(当期)純利益」を「親会社株主に帰属する四半期(当期)純利益」としております。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　なお、第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　経理の状況　

１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

　なお、第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号　平成25年９月13日)等

を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。

 

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、輸出や生産面に原油安に伴う資源国や中国及び新興国経済の

減速の影響などがみられるものの、国内需要は、設備投資が緩やかな増加基調にあり、雇用・所得環境の着実な改

善を背景に、個人消費は底堅く、住宅投資も持ち直しており、景気は緩やかな回復を続けております。

しかしながら、中国経済をはじめとした海外景気の下振れなど、国内景気を下押しするリスクには留意する必要

があります。

　当社グループの属する不動産業界におきましては、都市部を中心に住宅取得に関する需要は引き続き堅調に推移

しております。一部では価格の上昇等により過熱感は消えつつありますが、相続対策や投資による需要は継続して

活発な状況であります。加えて、金融緩和政策により、金融機関等の低金利は継続され、不動産業界において良好

な環境が続いており、事業環境は概ね良好であります。

このような事業環境のなか、当社グループでは、フランチャイズ事業におけるフランチャイズ加盟店舗数の拡

大、不動産事業における直営店エリアを中心とした販売用不動産の仕入強化による売買事業の販売活動の活発化、

ハウス・リースバック事業（賃貸事業）における収益不動産購入の強化による安定的な収益の確保、不動産売買仲

介事業を基盤に、仲介・買取・リフォームの三位一体のスキームで事業シナジーを効かせた「住まいのワンストッ

プサービス」により、顧客ニーズに応えることに努めてまいりました。

その結果、当第２四半期連結累計期間におきましては、売上高は8,676百万円（前年同期比25.4％増）、営業利

益は706百万円（同127.5％増）、経常利益は673百万円（同138.3％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は

446百万円（同117.6％増）となりました。
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 主なセグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

（平成27年12月31日現在）

セグメント名称 売上高（百万円） 内　容

フランチャイズ事業 847
新規加盟契約数55件、　累計加盟契約数339件

新規開店店舗数45店舗、累計開店店舗数284店舗

不動産事業 4,884

買取専門店店舗数６店舗

不動産売買事業　　　　　　　　　　　4,200百万円

ハウスリースバック事業（賃貸事業）　　684百万円

不動産流通事業 723
住宅モール店舗数　　６店舗　(注)

サテライト店舗数　　５店舗

住宅・リフォーム事業 2,221

住宅モール店舗数　　６店舗　(注)

ショールーム店舗数　２店舗

リフォーム事業　　　1,689百万円

住宅（新築戸建）事業　532百万円

合 計 8,676 －

(注)　不動産流通事業及び住宅・リフォーム事業は、同一の住宅モール店舗内において事業を行っているため、住宅

モール店舗数は同一になっております。

 

①フランチャイズ事業

フランチャイズ事業は、都市部の不動産業者への加盟促進とテレビ・ラジオＣＭ等による広告宣伝効果に加え、

東京証券取引所マザーズ市場上場による信用力やコーポレートブランドの価値の向上効果もあり、加盟検討の反響

の質、量ともに向上し、当第２四半期連結累計期間における新規加盟契約数は55件、累計加盟契約数は339件とな

りました。

また、スーパーバイザーの加盟店フォロー体制の構築や各種サービスコンテンツの充実の効果もあり、当第２四

半期連結累計期間における新規開店店舗数は45店舗、累計開店店舗数は284店舗となりました。

 その結果、セグメント売上高は847百万円（前年同期比25.9％増）、セグメント利益が510百万円（同32.4％増）

となりました。

 

②不動産事業

　不動産事業は、不動産売買事業とハウス・リースバック事業（賃貸事業）で構成されております。不動産売買事

業では、住宅ローンの低金利継続の効果もあり、実需層の動きは堅調に推移しました。前連結会計年度及び第１四

半期連結累計期間に取得した販売用不動産在庫の販売も順調に進み、「家・不動産買取専門店」に加え、前連結会

計年度に直営店エリアの仕入担当を増員し、仕入・販売を強化した効果が現れてきております。また、直営店の仲

介ニーズに合った物件を仕入れることで、販売までの期間短縮に繋がっております。ハウス・リースバック事業

（賃貸事業）では、テレビ・ラジオＣＭ等の広告宣伝効果とＦＣ加盟店からの紹介、上場による信用力の向上によ

り、問い合わせ及び取扱件数も増え、当第２四半期連結累計期間においては104戸取得し、７戸を売却いたしまし

た。保有する不動産は累計167戸となり、賃貸用不動産として運用してまいりました。

 その結果、セグメント売上高は4,884百万円（前年同期比47.4％増）、セグメント利益が466百万円（同78.5％

増）となりました。

 

③不動産流通事業

不動産流通事業は、不動産売買仲介事業で構成されております。不動産売買仲介事業では、ホームページ等のＷ

ｅｂ広告宣伝戦略、新聞折り込み広告、テレビ・ラジオＣＭ等のメディアを利用した広告宣伝戦略、そして地域密

着型対応のポスティング戦略を通じて直営店への集客に注力してまいりました。

その結果、セグメント売上高は723百万円（前年同期比2.4％増）、セグメント利益が108百万円（同11.0％増）

となりました。

 

④住宅・リフォーム事業

住宅・リフォーム事業は、リフォーム事業及び住宅（新築戸建）事業で構成されております。

　リフォーム事業では不動産売買仲介事業との連携や「住宅祭」と称したリフォーム・建築イベントを積極的に開

催することで集客に繋げ、受注件数の増加に努めてまいりました。住宅（新築戸建）事業では、請負においては、

仲介＋リフォーム・建築、買取＋建築とグループ内の事業シナジーを効かせる施策に注力してまいりました。

その結果、セグメント売上高は2,221百万円（前年同期は同額の2,221百万円）、セグメント利益が213百万円

（前年同期比116.9％増）となりました。
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⑤その他の事業

特記事項はありません。

 

(2) 財政状態の分析

（資産）

 当第２四半期連結会計期間末における総資産は10,131百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,930百万円の増

加となりました。

これは主として、現金及び預金が391百万円増加したこと及びハウス・リースバック事業の案件増加に伴い、有

形固定資産が1,463百万円増加したことによるものであります。

 

（負債）

 当第２四半期連結会計期間末における負債は8,274百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,512百万円の増加と

なりました。

　これは主として、販売用不動産取得のための短期借入金が536百万円増加したこと及びハウス・リースバック事

業の物件取得のための１年内返済予定の長期借入金が146百万円、長期借入金が663百万円それぞれ増加したことに

よるものであります。

 

（純資産）

 当第２四半期連結会計期間末における純資産は1,857百万円となり、前連結会計年度末に比べ417百万円の増加と

なりました。

 これは主として、当第２四半期連結累計期間の親会社株主に帰属する四半期純利益の計上により、利益剰余金が

446百万円増加したこと及び配当金の支払いにより29百万円減少したことによるものであります。

項目
前連結会計年度

（百万円）

当第２四半期連結会計期間

（百万円）

増減

（百万円）

総　資　産 8,201 10,131 1,930

負　　　債 6,762 8,274 1,512

純　資　産 1,439 1,857 417
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(3) キャッシュ・フローの状況の分析

　当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べて

394百万円増加し、1,392百万円となりました。

 

 (営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果獲得した資金は、1,063百万円（前年同期264百万円の使用）となりました。

　主な増加要因は、税金等調整前四半期純利益673百万円を計上したことに加え、不動産の販売が好調に推移した

ことによりたな卸資産が462百万円減少したこと及びハウス・リースバック物件の取得により預り保証金が289百万

円増加した一方、仕入債務が115百万円減少したこと及び利息の支払額83百万円の発生並びに法人税等の支払額が

145百万円発生したことによるものであります。

 

 (投資活動によるキャッシュ・フロー)

　投資活動の結果使用した資金は、1,956百万円（前年同期516百万円の使用）となりました。

　主な減少要因は、有形固定資産の取得による支出1,965百万円であります。

 

 (財務活動によるキャッシュ・フロー)

　財務活動の結果獲得した資金は、1,287百万円（前年同期962百万円の獲得）となりました。

　主な増加要因は、短期借入金の純増加額536百万円、長期借入れによる収入1,634百万円であります。

　主な減少要因は、長期借入金の返済による支出824百万円、配当金の支払額29百万円であります。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題に重要な変更はありません。

 

(5) 研究開発活動

 該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 12,500,000

計 12,500,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年２月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,196,500 4,196,500
東京証券取引所

（マザーズ）

単元株式数

100株

計 4,196,500 4,196,500 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

当第２四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

第２回新株予約権（平成27年９月25日取締役会）

決議年月日 平成27年９月25日

新株予約権の数（個） 1,847

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 184,700（注１）

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,800（注２）

新株予約権の行使期間
自　平成30年７月１日

至　平成37年10月12日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　1,800

資本組入額　900

新株予約権の行使の条件 （注３）

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役

会の決議による承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注４）

(注)１．本新株予約権１個当たりの目的である株式の数（以下、「付与株式数」という。）は、当社普通株式100株と

する。

なお、付与株式数は、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以下同

じ。）又は株式併合を行う場合、次の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は、本新株予約

権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的である株式の数についてのみ行われ、調整の結果生

じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割（又は併合）の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が合併、会社分割又は資本金の額の減少を行う場合その他これらの場合

に準じ付与株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲で、付与株式数は適切に調整されるものとす

る。

 

２．本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、１株当たりの払込金額（以下、「行使価額」とい

う。）に、付与株式数を乗じた金額とする。

行使価額は、金1,800円とする。

なお、本新株予約権の割当日後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整

し、調整による１円未満の端数は切り上げる。
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調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

１

分割・併合の比率

また、本新株予約権の割当日後、当社が当社普通株式につき時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処

分を行う場合（新株予約権の行使に基づく新株の発行及び自己株式の処分並びに株式交換による自己株式の移

転の場合を除く。）、次の算式により行使価額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げる。

調整後

行使価額
＝

調整前

行使価額
×

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数×１株当たり払込金額

 新規発行前の１株当たりの時価

既発行株式数＋新規発行株式数

なお、上記算式において「既発行株式数」とは、当社普通株式にかかる発行済株式総数から当社普通株式にか

かる自己株式数を控除した数とし、また、当社普通株式にかかる自己株式の処分を行う場合には、「新規発行

株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるものとする。

さらに、上記のほか、本新株予約権の割当日後、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、その他こ

れらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で適切に行使価額の調整を

行うことができるものとする。

 

３．新株予約権の行使の条件

（１）新株予約権者は平成28年６月期から平成32年６月期までにおいて、当社が下記（a）乃至（e）に掲げる各

条件のいずれかを達成した場合、最初に充たした期の有価証券報告書の提出日の翌月１日から権利行使期

間の末日までに行使することができる。但し、行使できる本新株予約権の個数は下記（４）による。

（a）平成28年６月期の経常利益が13億円を超過していること

（b）平成29年６月期の経常利益が14億円を超過していること

（c）平成30年６月期の経常利益が15億円を超過していること

（d）平成31年６月期の経常利益が16億円を超過していること

（e）平成32年６月期の経常利益が17億円を超過していること

（２）上記（１）に関わらず、平成28年６月期から平成32年６月期までのいずれかの期において、当社が下記

（a）及び（b）に掲げる各条件を同時に達成した場合には、当該条件を最初に充たした期の有価証券報告

書の提出日の翌月１日から権利行使期間の末日までに行使することができる。但し、行使できる本新株予

約権の個数は下記（４）による。

（a）経常利益が13億円を超過していること

（b）売上高経常利益率が10％を超過していること

（３）上記（１）及び（２）における経常利益の判定においては、当社の有価証券報告書に記載される連結損益

計算書（連結損益計算書を作成していない場合、損益計算書）における経常利益を参照するものとし、適

用される会計基準の変更等により参照すべき経常利益の概念に重要な変更があった場合には、当社は合理

的な範囲内において、別途参照すべき適正な指標を取締役会にて定めるものとする。

（４）新株予約権者は、上記（１）又は（２）の条件が満たされた場合に、本新株予約権を、次の各号に掲げる

期間において、既に行使した本新株予約権を含めて当該各号に掲げる割合を限度として行使することがで

きる。この場合において、かかる割合に基づき算出される行使可能な本新株予約権の個数につき１個未満

の端数が生ずる場合には、かかる端数を切り捨てた個数の本新株予約権についてのみ行使することができ

るものとする。

（a）平成30年７月１日から平成31年６月30日

当該本新株予約権者が割当を受けた本新株予約権の総数の３分の１

（b）平成31年７月１日から平成32年６月30日

当該本新株予約権者が割当を受けた本新株予約権の総数の３分の２

（c）平成32年７月１日から平成37年10月５日

当該本新株予約権者が割当を受けた本新株予約権の総数の全て

（５）新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社又は当社関係会社の取締役、監査役又は従業

員であることを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職、その他正当な理由があると取締役会が

認めた場合は、この限りではない。

（６）新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

（７）本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における授権株式数を超過することとな

るときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

（８）各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

 

４．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以

上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に新株予約

EDINET提出書類

株式会社ハウスドゥ(E31284)

四半期報告書

 9/31



権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、

「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。ただし、以下

の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新

設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記１に準じて決定する。

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ、

上記２で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記４．(３)に従って決定される当

該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

（５）新株予約権を行使することができる期間

本新株予約権の行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い日から本新株予約権の

行使期間の末日までとする。

（６）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

（a）本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17

条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１円未満の端

数が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。

（b）本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記（a）記

載の資本金等増加限度額から、上記（a）に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

（７）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

（８）その他新株予約権の行使の条件

上記３に準じて決定する。

（９）新株予約権の取得事由及び条件

（a）当社が消滅会社となる合併契約、当社が分割会社となる会社分割についての分割契約もしくは分割

計画、又は当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画について株主総会の承認

（株主総会の承認を要しない場合には取締役会決議）がなされた場合は、当社は、当社取締役会が

別途定める日の到来をもって、本新株予約権の全部を無償で取得することができる。

（b）新株予約権者が権利行使をする前に、上記３の定めにより本新株予約権の行使ができなくなった場

合は、当社は新株予約権を無償で取得することができる。

（10）その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。
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第３回新株予約権（平成27年９月25日定時株主総会）

決議年月日 平成27年９月25日

新株予約権の数（個） 96

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 9,600（注１）

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,895（注２）

新株予約権の行使期間
自　平成30年10月７日

至　平成33年10月６日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　1,895

資本組入額 947.50

新株予約権の行使の条件 （注３）

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役

会の決議による承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注４）

(注)１．新株予約権１個につき普通株式100株、ただし、株式の数の調整を行った場合は、同様の調整を行う。

また、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとする。

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数に

ついて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

 

２．各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、各新株予約権の行使により交付を受けることができる

株式１株当たりの払込金額（以下、「行使価額」という。）に、付与株式数を乗じた金額とする。

行使価額は、金1,895円とする。

なお、当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整による

１円未満の端数は切り上げる。

調整後

払込価額
＝

調整前

払込価額
×

１

分割・併合の比率

また、時価を下回る価額で新株を発行する場合又は自己株式を処分する場合（新株予約権の行使によるものを

除く。）は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整による１円未満の端数は切上げる。

    

既発行株式数 ＋
新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後

払込価額
＝

調整前

払込価額

 

× 新規発行前の株価

 既発行株式数＋新規発行株式数

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を「１株

当たり処分金額」と読み替えるものとする。

 

３．新株予約権の行使の条件

（１）新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社及び当社子会社の取締役又は従業員の地

位にあることを要する。

（２）新株予約権の割当てを受けた者の相続人による新株予約権の行使は認めない。

（３）その他の権利行使条件については、当社と付与対象者との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定め

るところによる。

 

４．当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以

上を総称して以下、「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日に新株予約

権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下、

「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。ただし、以下

の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新

設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。
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（１）交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

（２）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

（３）新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案のうえ、上記１に準じて決定する。

（４）新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案のうえ、

上記２で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額に、上記４．(３)に従って決定される当

該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額とする。

（５）新株予約権を行使することができる期間

本新株予約権の行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い日から本新株予約権の

行使期間の末日までとする。

（６）新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

（a）本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17

条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とする。計算の結果１円未満の端

数が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。

（b）本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記（a）記

載の資本金等増加限度額から、上記（a）に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

（７）譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとする。

（８）その他新株予約権の行使の条件

上記３に準じて決定する。

（９）新株予約権の取得事由及び条件

（a）当社株主総会及び取締役会において、当社を消滅会社とする合併、当社を分割会社とする吸収分

割・新設分割及び当社が完全子会社となる株式交換又は株式移転を行う場合、当社は無償で本新株

予約権を取得することができる。

（b）当社は、新株予約権者が上記３に定める規定により権利を行使する条件に該当しなくなった場合及

び新株予約権を喪失した場合には、その新株予約権を無償で取得することができる。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年10月１日～

平成27年12月31日
－ 4,196,500 － 349,890 － 368,385
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（６）【大株主の状況】

  平成27年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

有限会社ＡＭＣ 京都市西京区御陵大枝山町4-29-2 1,736,500 41.38

安藤　正弘 京都市西京区 1,207,000 28.76

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木1-6-1 99,900 2.38

金城　泰然 京都市伏見区 63,000 1.50

NOMURA PB NOMINEES LIMITED A/C

CPB30072 482276

（常任代理人　野村證券株式会社）

1 ANGEL LANE, LONDON, EC4R 3AB,

UNITED KINGDOM

（東京都中央区日本橋1-9-1）

61,900 1.48

大和　正典 福岡県太宰府市 53,600 1.28

BANK LOMBARD ODIER AND CO LTD

GENEVA

（常任代理人　株式会社三菱東京Ｕ

ＦＪ銀行）

11, RUE DE LA CORRATERIE - CH-1211

GENEVA SWITZERLAND

（東京都千代田区丸の内2-7-1）

50,000 1.19

西川　潔 東京都目黒区 46,000 1.10

ハウスドゥ従業員持株会
京都市中京区烏丸通錦小路上ル手洗水町

670
41,300 0.98

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口）
東京都中央区晴海1-8-11 32,300 0.77

計 － 3,391,500 80.82
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,195,600 41,956 －

単元未満株式 普通株式 　　　900 － －

発行済株式総数 4,196,500 － －

総株主の議決権 － 41,956 －

(注)　「単元未満株式」には、当社所有の自己株式42株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成27年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所

自己名義所

有株式数

(株)

他人名義所

有株式数

(株)

所有株式数

の合計 (株)

発行済株式総

数に対する所

有株式数の割

合

　　 (％)

－ － － － － －

計 － － － － －

(注)　当社所有の自己株式42株はすべて単元未満株式であるため、上記には含めておりません。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成27年10月１日から平

成27年12月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年７月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、京都監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成27年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,001,526 1,392,828

完成工事未収入金 115,703 131,523

売掛金 56,042 59,831

販売用不動産 3,213,306 3,404,912

仕掛販売用不動産 995,370 818,766

未成工事支出金 57,226 20,883

繰延税金資産 32,649 35,723

その他 123,517 202,102

貸倒引当金 △5,281 △9,132

流動資産合計 5,590,060 6,057,437

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 1,020,797 1,347,341

減価償却累計額 △284,426 △295,187

建物及び構築物（純額） 736,371 1,052,153

土地 1,593,104 2,745,021

その他 97,445 94,891

減価償却累計額 △73,868 △76,006

その他（純額） 23,576 18,884

有形固定資産合計 2,353,052 3,816,059

無形固定資産   

のれん 13,747 11,723

その他 62,140 61,571

無形固定資産合計 75,887 73,294

投資その他の資産   

投資有価証券 5,550 5,818

繰延税金資産 2,225 2,806

その他 174,782 176,348

貸倒引当金 △12 △13

投資その他の資産合計 182,545 184,959

固定資産合計 2,611,485 4,074,313

資産合計 8,201,545 10,131,751

 

EDINET提出書類

株式会社ハウスドゥ(E31284)

四半期報告書

16/31



 

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成27年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年12月31日)

負債の部   

流動負債   

工事未払金 503,048 387,353

短期借入金 2,281,287 2,818,247

1年内償還予定の社債 49,700 49,700

1年内返済予定の長期借入金 240,952 387,266

リース債務 10,112 10,112

未払金 168,027 138,710

未払費用 213,821 273,219

未払法人税等 164,793 240,195

未払消費税等 93,323 60,097

未成工事受入金 401,854 321,023

前受金 143,868 175,557

完成工事補償引当金 3,962 4,363

その他 90,882 86,552

流動負債合計 4,365,632 4,952,399

固定負債   

社債 100,300 75,450

長期借入金 1,949,620 2,613,209

リース債務 27,557 22,501

長期預り保証金 280,473 570,419

繰延税金負債 788 850

資産除去債務 13,129 13,682

完成工事補償引当金 22,905 26,101

その他 1,717 －

固定負債合計 2,396,491 3,322,214

負債合計 6,762,124 8,274,613

純資産の部   

株主資本   

資本金 349,890 349,890

資本剰余金 486,911 486,911

利益剰余金 602,314 1,019,780

自己株式 － △84

株主資本合計 1,439,116 1,856,498

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 304 81

その他の包括利益累計額合計 304 81

新株予約権 － 557

純資産合計 1,439,421 1,857,137

負債純資産合計 8,201,545 10,131,751
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年７月１日
　至　平成26年12月31日)

 当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年７月１日
　至　平成27年12月31日)

売上高 6,916,991 8,676,946

売上原価 4,488,698 5,591,364

売上総利益 2,428,292 3,085,581

販売費及び一般管理費 ※ 2,117,934 ※ 2,379,406

営業利益 310,357 706,175

営業外収益   

受取利息及び配当金 116 145

受取手数料 3,289 4,965

受取保険金 － 2,364

保険解約返戻金 － 16,406

その他 13,931 4,966

営業外収益合計 17,337 28,847

営業外費用   

支払利息 44,952 57,969

その他 0 3,165

営業外費用合計 44,952 61,134

経常利益 282,742 673,887

特別損失   

固定資産除却損 670 0

特別損失合計 670 0

税金等調整前四半期純利益 282,071 673,887

法人税等 76,740 227,046

四半期純利益 205,330 446,841

親会社株主に帰属する四半期純利益 205,330 446,841
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年７月１日
　至　平成26年12月31日)

 当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年７月１日
　至　平成27年12月31日)

四半期純利益 205,330 446,841

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 100 △223

その他の包括利益合計 100 △223

四半期包括利益 205,431 446,618

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 205,431 446,618

 

EDINET提出書類

株式会社ハウスドゥ(E31284)

四半期報告書

19/31



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
 前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年７月１日
　至　平成26年12月31日)

 当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年７月１日
　至　平成27年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 282,071 673,887

減価償却費 55,296 63,236

のれん償却額 2,023 2,023

長期前払費用償却額 4,437 3,580

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,820 3,852

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 215 3,596

受取利息及び受取配当金 △116 △145

保険解約返戻金 － △16,406

支払利息 44,952 57,969

固定資産売却損益（△は益） △1,034 －

固定資産除却損 670 0

売上債権の増減額（△は増加） 3,160 △19,608

たな卸資産の増減額（△は増加） △463,956 462,523

仕入債務の増減額（△は減少） △9,637 △115,695

未成工事受入金の増減額（△は減少） △71,765 △80,831

前受金の増減額（△は減少） △58,224 31,688

前渡金の増減額（△は増加） 8,110 △31,397

前払費用の増減額（△は増加） 31,321 △36,728

未収入金の増減額（△は増加） 35,457 3,474

未払消費税等の増減額（△は減少） △32,127 △36,013

未払費用の増減額（△は減少） 29,412 59,441

預り保証金の増減額（△は減少） 57,623 289,945

預り金の増減額（△は減少） 2,830 △9,154

その他 △134,525 △17,787

小計 △216,623 1,291,450

利息及び配当金の受取額 116 145

利息の支払額 △51,428 △83,188

法人税等の支払額 △4,576 △145,294

法人税等の還付額 7,875 0

営業活動によるキャッシュ・フロー △264,636 1,063,112

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △519,147 △1,965,702

有形固定資産の売却による収入 2,815 －

貸付金の回収による収入 117 130

差入保証金の差入による支出 △1,078 △1,168

差入保証金の回収による収入 5,643 820

その他 △4,673 9,428

投資活動によるキャッシュ・フロー △516,322 △1,956,490

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 675,687 536,960

長期借入れによる収入 1,247,092 1,634,000

長期借入金の返済による支出 △932,786 △824,097

社債の償還による支出 △25,000 △24,850

リース債務の返済による支出 △2,562 △5,056

自己株式の取得による支出 － △84

配当金の支払額 － △29,375

新株予約権の発行による収入 － 184

財務活動によるキャッシュ・フロー 962,431 1,287,681

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 181,472 394,302

現金及び現金同等物の期首残高 410,130 998,276

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 591,602 ※ 1,392,578
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。)、「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」と

いう。)及び「事業分離等に関する会計基準」(企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計

基準」という。)等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持

分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計

上する方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以降実施される企業結合については、暫

定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結

財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更を行っております。当該

表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表

及び連結財務諸表の組替えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(４)、連結会計基準第44－５項(４)及び

事業分離等会計基準第57－４項(４)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点

から将来にわたって適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。
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（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年７月１日
　　至 平成26年12月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年７月１日
　　至 平成27年12月31日）

給料及び手当 883,499千円 958,125千円

広告宣伝費 491,843 504,686

法定福利費 161,184 139,583

貸倒引当金繰入額 △1,877 6,359

 

EDINET提出書類

株式会社ハウスドゥ(E31284)

四半期報告書

22/31



（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記の

とおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年７月１日
至 平成26年12月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年７月１日
至 平成27年12月31日）

現金及び預金勘定 638,902千円 1,392,828千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △47,300 △250

現金及び現金同等物 591,602 1,392,578

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自平成26年７月１日　至平成26年12月31日）

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自平成27年７月１日　至平成27年12月31日）

　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年９月25日

定時株主総会
普通株式 29,375 35 平成27年６月30日 平成27年９月28日 利益剰余金

　(注)　当社は平成27年７月１日付で株式１株につき５株の株式分割を行っておりますが、上記の１株当たり配当額につ

いては、当該株式分割前の配当額を記載しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成26年７月１日　至　平成26年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円）

 報告セグメント
その他

（注）1
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

(注）３ 
フラン

チャイズ
不動産 不動産流通

住宅・リ

フォーム
計

売上高          

外部顧客への

売上高
673,002 3,313,766 706,749 2,221,313 6,914,831 2,160 6,916,991 － 6,916,991

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

40,255 － 158,704 － 198,959 18,741 217,700 △217,700 －

計 713,257 3,313,766 865,454 2,221,313 7,113,790 20,901 7,134,692 △217,700 6,916,991

セグメント利益

又は損失（△）
385,418 261,352 98,084 98,277 843,134 △18,377 824,756 △514,398 310,357

(注)１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、人材採用・教育事業等を含んでお

ります。

　　　２．セグメント利益又は損失の調整額△514,398千円には、セグメント間取引消去6,068千円、各報告セグメントに

配分していない全社費用△520,466千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない

一般管理費であります。

　　　３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成27年７月１日　至　平成27年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円）

 報告セグメント
その他

（注）1
合計

調整額

（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

(注）３ 
フラン

チャイズ
不動産 不動産流通

住宅・リ

フォーム
計

売上高          

外部顧客へ

の売上高
847,011 4,884,295 723,759 2,221,851 8,676,918 28 8,676,946 － 8,676,946

セグメント

間の内部売

上高又は振

替高

38,423 － 104,955 － 143,378 24,631 168,010 △168,010 －

計 885,435 4,884,295 828,714 2,221,851 8,820,296 24,659 8,844,956 △168,010 8,676,946

セグメント利益

又は損失（△）
510,190 466,472 108,852 213,167 1,298,683 △2,683 1,296,000 △589,824 706,175

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、人材採用・教育事業等を含んでお

ります。

　　　２．セグメント利益又は損失の調整額△589,824千円には、セグメント間取引消去25,551千円、各報告セグメント

に配分していない全社費用△615,376千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しな

い一般管理費であります。

　　　３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

　第１四半期連結会計期間より、当社グループ内での経営管理区分の見直しを行った結果、従来「住宅流

通事業」に含めておりました、不動産売買仲介事業、リフォーム事業及び住宅（新築戸建）事業のうち、

不動産売買仲介事業は「不動産流通事業」に、リフォーム事業及び住宅（新築戸建）事業は「住宅・リ

フォーム事業」にそれぞれ報告セグメントを変更いたしました。

　また、従来「その他」の区分に含めておりました住宅ローン斡旋事業等につきましては、「フランチャ

イズ事業」の区分に変更しております。

　なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報は、当第２四半期連結累計期間の報告セグメントの

区分に基づき作成したものを開示しております。
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（金融商品関係）

　金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。

 

（有価証券関係）

　有価証券は、企業集団の事業の運営において重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

（デリバティブ取引関係）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

　　　は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成26年７月１日
至　平成26年12月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成27年７月１日
至　平成27年12月31日）

 (1) １株当たり四半期純利益金額 59円65銭 106円48銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 205,330 446,841

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益金額（千円）
205,330 446,841

普通株式の期中平均株式数（株） 3,442,000 4,196,493

 (2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 － 105円27銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

(千円)
－ －

普通株式増加数（株） － 48,160

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

────── ──────

(注)　１．前第２四半期連結累計期間における潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在す

るものの、当社株式は平成27年６月期第２四半期においては非上場であり、期中平均株価が把握できないため

記載しておりません。

２．当社は、平成26年11月１日付で普通株式１株につき100株の割合で、また、平成27年７月１日付で普通株式１

株につき５株の割合で株式分割を行っております。当該株式分割については、前連結会計年度の期首に株式分

割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額を算定しております。
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（重要な後発事象）

株式分割

当社は、平成28年２月４日開催の取締役会において、株式分割を行うことを決議いたしました。

 

１．株式分割の目的

　株式分割を実施し、当社株式の投資単位当たりの金額を引き下げることにより、当社株式の流動性向上と投

資家層の拡大を図ることを目的としております。

 

２．株式分割の概要

（１）分割の方法

　平成28年３月31日を基準日として、同日最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有する普通株式１

株につき２株の割合をもって分割いたします。

（２）分割により増加する株式数

　株式分割前の発行済株式総数　　　　　：4,196,500株

　今回の分割により増加する株式数　　　：4,196,500株

　株式分割後の発行済株式総数　　　　　：8,393,000株

　株式分割後の発行可能株式総数　　　 ：25,000,000株

（３）分割の日程

　基準日公告日　　：平成28年３月14日

　基準日　　　　　：平成28年３月31日

　効力発生日　　　：平成28年４月１日

（４）１株当たり情報に及ぼす影響

　当該株式分割が前連結会計年度の期首に行われたと仮定した場合の１株当たり情報は、以下のとおりであ

ります。

項目
前第２四半期連結累計期間
（自　平成26年７月１日
　　至　平成26年12月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成27年７月１日
　　至　平成27年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 29円83銭 53円24銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 － 52円64銭

（注）平成27年６月期第２四半期の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するもの

の当社株式は平成27年６月期第２四半期においては非上場であり、期中平均株価が把握できないため記載し

ておりません。

（５）新株予約権の調整

　今回の株式分割に伴い、新株予約権の１株当たりの権利行使価額を平成28年４月１日以降、次のとおり調

整いたします。

新株予約権 調整前行使価額 調整後行使価額

第１回新株予約権（平成26年５月決議） 438円 219円

第２回新株予約権（平成27年９月決議） 1,800円 900円

第３回新株予約権（平成27年９月決議） 1,895円 948円
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２【その他】

 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独 立 監 査 人 の 四 半 期 レ ビ ュ ー 報 告 書

平成２８年２月１２日

 

株　式　会　社　ハ　ウ　ス　ド　ゥ

取　締　役　会　御　中

京 都 監 査 法 人

 

 
指定社員
業務執行社員

公認会計士　味　谷　祐　司　　㊞

   

 
指定社員
業務執行社員

公認会計士　高　田　佳　和　　㊞

   

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい
る株式会社ハウスドゥの平成２７年７月１日から平成２８年６月３０日までの連結会計年度の第２四半
期連結会計期間（平成２７年１０月１日から平成２７年１２月３１日まで）及び第２四半期連結累計期
間（平成２７年７月１日から平成２７年１２月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四
半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フ
ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠
して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結
財務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し
て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我
が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比
べて限定された手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般
に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ハウスドゥ及び連結子会
社の平成２７年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経
営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点に
おいて認められなかった。
 
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　　上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は
当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

    ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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